
医 地 第 226号
令和 7年 6月 18日

各医療機関等 管理者 様

静岡県健康福祉部長

静岡県医療機関等職場環境整備等事業費補助金の申請について

日頃、本県の医療行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚くお礼申し上げま

す。

このことについて、別添のとおり要綱が定められたので、本補助金の交付を

希望する場合には、下記により申請してください。

なお、本補助金に関して、不明な点がある場合には下記の事務局までお問い

合わせください。

記

1 申請受付期間
令和 7年 6月 20日 (金)か ら令和 7年 8月 29日 (金)まで

2 申請の概要 (事業概要、申請方法等 )
別添のとおり

3 申請書提出先 (郵送)
〒46(10008 愛知県名古屋市中区栄 2丁 目9-3伏 見第一ビル 3階
静岡県医療機関等職場県坑整備等事業費補助金事務局

4 本補助金に関する問合せ先

電話番号  050-3095-0327
午前 9時から午後 5時まで (土 日祝日を除く])

メールアドレス shizuoka― iryoshogu@grOpo co.jp

(静岡県医療機関等職場環境整備等事業費補助金事務局)

担  当 医療局地域医療課看護師確保班 菊間



静岡県医療機関等職場環境整備等事業費補助金

申請の概要

申請受付期間

令和 7年 6月 20日 (金)～令和 7年 8月 29日 (金)(消印有効)

業

対象者

令和 7年 3月 31日 時点でベースアップ評価料を届出
済みの病院、有床診療所 (医科・歯科)、 無床診療所 (医

科・歯科)及び訪問看護ステーション

封象期間 令不日6年 4月 1日 から令不日8年 3月 31日 まで

封象事業

(ICT機器等の導入による業務効率化)
タブレント端末、離床センサー、インカム、WEB会
議設備、床ふきロボット、監視カメラ等の業務効率化

に資する設備の導入

(タ スクシフト/シェアによる業務効率化)
医師事務作業補助者、看護補助者等の職員の新たな配

置によるタスクシフト/シェア

(補助金を活用した更なる賃上げ)

処遇改善を目的とした、既に雇用している職員の賃金

改善

区 分 交付額

病院・有床診療所※1 許可病床数※2× 4万円
無床診療所 1施設×18万円
訪問看護ステーション 1施設×18万円交付額

※ 1許可病床数が 4床以下の有床診療所は、
1施設×18万円を交付する

※ 2申請時点の許可病床数



申請方法

必要書類の様式等は、下記のホームページからもダウンロー ドが可能です。

交付要綱等も掲載していますので御確認ください。

【静岡県ホームページ】

https://www.pref.shizuoka.jp/kenkofukushi/iryo/chiikiiryo/1040766/1070084.html

注意事項

回 回

申請単位

個人 又は 法人
※ 同一法人が複数の施設を運営している場合、法人

単位での申請も可能です。

必要書類

以下の書類を提出先まで郵送してください。
・交付申請書 (様式第 1号 )
・事業計画書 (様式第 2号 )
・資金状況調べ (様式第 3号)
・振込先金融機関等の日座が確認できる通帳のコピー等

※ 通帳のオモテ面及び通帳を開いた 1、 2ページ
目の写し (銀行名、支店名、口座種別、口座番号、

名義人 (フ リガナ)が確認できるもの)

提出先

T460-0008

愛知県名古屋市中区栄 2丁 目9-3
伏見第一ビル 3階
静岡県医療機関等職場ガ呆―境整備等事業費補助金事務局 宛

問合せ先

電話番号 :050-3095-0327

メールア ドレス :shizuoka一iryoshogu@grope co.jp
(静岡県医療機関等職場環境整備等事業費補助金事務局)

申請の対象と

ならない者
申請時において廃上している事業所等

重複受給
既存の補助事業により導入した ICT機器等の導入
経費は本補助金の対象外となります。



静岡県医療機関等職場環ガ見
‐
整備等事業費補助金交付要綱

第 1 趣旨
知事は、業務の生産性を向上させ、職員の処遇改善につなげるため、令和 6年 4月 1日 から

令和 8年 3月 31日 までの間に、静岡県医療機関等職場環境整備等事業を実施する医療施設等

に対して、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡県補

助金等交付規則 (昭和 31年静岡県規則第 47号)及びこの要綱の定めるところによる。

第 2 定義

(1)こ の要綱において、「静岡県医療機関等職場環境整備等事業」とは、医療施設等経営強化

緊急支援事業実施要綱 (令和 7年 4月 1日 付け医政発 0401第 5号厚生労働省医政局長通知 )

の 1.生産性向上・職場環境整備等支援事業に基づき実施する事業をい う。

(2)こ の要綱において、「医療施設等」とは、令和 7年 3月 31日 時点でベースアップ評価料

を届け出ている病院、有床診療所 (医科・歯科)、 無床診療所 (医科・歯科)及び訪問看護

ステーションをいう。

第 3 補助の対象及び補助額 (率 )

別表に掲げるとお りとする。

第 4 交付の申請

(1)提出書類各 1部

ア 交付申請書 (様式第 1号 )

イ 事業計画書 (様式第 2号 )

ウ 資金状況調べ (様式第 3号 )
工 その他別に定める書類
121 提出期限

別に定める日まで

第 5 交付の決定

知事は、交付申請書等を受理したときは、当該申請を審査 し、補助金の交付決定又は不交付

の決定を行い、申請者に通知するものとする。

第 6 交付の条件
この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

住)知事は、補助金の交付の決定後、補助金の趣旨に該当しない事実や交付申請の内容と異な
る事実、又は対象要件に該当しない事実が判明したときは、交付の決定の全部又は一部を取

り消と/、 補助金の全部叉は一部を返還させることができること。

9)知事は、事業の円滑かつ確実な遂行を図るため、申請者に対 し、事業の遂行状況等につい

て検査を実施 したり、報告を求めることがあり、申請者はこれに従わなければならないこ

と。

0)申請者は、事業内容の変更 (軽微な変更を除く1)をする場合は、知事の承認を受けなけれ

ばならない。



“

)申請者は、事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければ

ならないこと。

6)申請者は、事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならないこと。

“

)申請者は、事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するとともに、事

業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を補助金の額の

確定の日の属する年度の終了後 5年間保管しておかなければならないこと。

第 7 交付の取り下げ
申請者は、補助金の交付申請を取り下げようとする場合は、交付決定の通知を受けた日から

起算して 15日 以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。

第 8 変更の承認申請
提出書類各 1部

(1)変更承認申請書 (様式第 4号 )

(2)変更事業計画書 (様式第 2号 )

(3)そ の他別に定める書類

第 9 実績報告
(D 提出書類各 1部

ア 実績報告書 (様式第 5号 )
イ 事業実績報告書 (様式第 6号 )
ウ その他別に定める書類
121 提出期限

事業完了の日から起算して 10日 を経過した日 (ただし、第 6の (4)に より事業の中止又

は廃止の承認を受けた場合は、当該承認通知が到達した日から起算して 10日 を経過した日)

又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の翌年度の4月 10日 のいずれか早い日ま

で

第 10 交付額の確定等

知事は、事業完了又は廃上に係る事業の成果の報告を受けた場合においては、第 9の実績報

告書等の書類の審査等の結果、その報告に係る事業の成果が交付決定の内容及びこれに附し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、申請者に通知するものと

する。

第とと 補助金の交付
知事は、第 5で決定した額を概算で交付するものとする。

① 提出書類  1部

請求書 (様式第 7号 )

① 提出期限

補助金交付決定通知書を受領 した日から起算して 10日 を経過 した日まで



第12 返還

補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分について、すでに補

助金が交付されているときは、期限を定めて返還させることとする。

第13 消費税仕入控除税額等に係る取扱い

補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法 (昭和 63年法律第 108号)に規定

する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額 (以下「消費税仕入控除税額」とい

う。)がある場合の取扱いは、次のとおりとする。

(D 実績報告における消費税仕入控除税額等の減額

実績報告を提出するに当たつて、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかにな

つた場合には、その金額を補助金額から減額して報告すること。

Q)消費税仕入控除税額等の確定に伴う補助金の返還

(1)に定める実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該

補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合 (消費税仕入額控除税額が 0円 の場合

を含む。)には、その金額 ((1)に より減額したものについては、その金額が減じた額を上回

る部分の金額)を消費税仕入控除税額等報告書 (様式第 8号)に より別に定める日までに知

事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを県に返還しなければならないこと。

第14 その他

この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則
この要綱は、令和 7年度分の補助金に適用する。



別 表

補助の対象 補助額

(率 )補助対象経費 補助基蜂額

医療施設等 (「令和 6年度医療施設等経営強化緊

急支援事業 (令和 7年 2月 12日 医政発 0212第

5号 )」 に規定する「1.生産性向上 。職場環境

整備等支援事業」の対象として支給金の給付を

受けた対象施設は対象外とするc)が令和 6年 4

月 1日 から令和 8年 3月 31日 までの間に実施

する静岡県医療機関等職場環境整備等事業に要

する次に掲げる経費

Q)ICT機 器等の導入による業務効率化
タブレント端末、離床センサー、インカム、

WEB会 議設備、床ふきロボント、監視カメラ
等の業務効率化に資する設備の導入

似)タ スクシフト/シェアによる業務効率化
医師事務作業補助者、看護補助者等の職員の

新たな配置によるタスクシフト/シェア

儡)補助金を活用した更なる賃上げ
処遇改善を目的とした、既に雇用している職

員の賃金改善

Q)病院・有床診療所 (※ )

許可病床数に 4万円を乗

じて得た額

似)無床診療所
1施設当たり 18万円

儡)訪問看護ステーション

1施設当たり 18万円

※ 許可病床数が 4床以下
の有床診療所は 1施設当

たり 13万円を交付する。

補助対象経

費の実支出

額 と補助基

準額 とを比

較 していず

れか低い方

の 額 と す

る。ただし、

算出された

額 に 1,000

円未満の端

数が生 じた

場合には、

これを切捨

てるもの と

する。


